
議案
番号

件名 担当部課 頁

1
柏市個人番号利用及び特定個人情報提供条例の一部を改正する条例
の制定について

企画部
ＤＸ推進課

1

2 柏市職員勤務時間条例の一部を改正する条例の制定について
総務部
人事課

2

3 柏市職員育児休業条例の一部を改正する条例の制定について
総務部
人事課

3

4
指定居宅サービス等の事業の人員，設備及び運営に関する基準等の
一部を改正する省令の施行に伴う関係条例の整備に関する条例の制
定について

福祉部
指導監査課

4

5
柏市指定障害福祉サービス事業等人員設備運営基準等条例の一部を
改正する条例の制定について

福祉部
指導監査課

7

6
柏市指定障害児通所支援事業等人員設備運営基準等条例の一部を改
正する条例の制定について

福祉部
指導監査課

8

7
柏市指定障害者支援施設等人員設備運営基準等条例及び柏市障害者
支援施設設備運営基準条例の一部を改正する条例の制定について

福祉部
指導監査課

9

8 柏市介護保険条例の一部を改正する条例の制定について
健康医療部
高齢者支援課

10

9
柏市特定児童福祉施設設備運営基準条例の一部を改正する条例の制
定について

こども部
こども福祉課
こども支援室

12

10
柏市放課後児童健全育成事業設備運営基準条例の一部を改正する条
例の制定について

こども部
学童保育課

13

11 柏市女性自立支援施設設備運営基準条例の制定について
こども部
こども福祉課

14

12 柏市手数料条例の一部を改正する条例の制定について
都市部
建築指導課

16

13 包括外部監査契約の締結について
企画部
ＤＸ推進課

17

14 訴えの提起について
財政部
債権管理課

18

15 和解について
学校教育部
教職員課

19

16 母子福祉資金貸付金の償還の免除について
こども部
こども福祉課

21

17 母子福祉資金貸付金の償還の免除について
こども部
こども福祉課

22

18 市道路線の認定について
土木部
道路総務課

23

19
柏市と流山市との間の証明書の交付等の事務委託の廃止に係る協議
について

市民生活部
市民課

24

20
柏市と我孫子市との間の証明書の交付等の事務委託の廃止に係る協
議について

市民生活部
市民課

25

21
専決処分について（令和５年度柏市一般会計補正予算について（第
７号））

財政部
財政課

26

22 令和５年度柏市一般会計補正予算について（第８号）
財政部
財政課

26

23
令和５年度柏市国民健康保険事業特別会計補正予算について（第１
号）

財政部
財政課

26

令和６年第１回定例会提出予定議案の説明資料



議案
番号

件名 担当部課 頁

24
令和５年度柏市柏都市計画事業北柏駅北口土地区画整理事業特別会
計補正予算について（第３号）

財政部
財政課

27

25
令和５年度柏市学校給食センター事業特別会計補正予算について
（第３号）

財政部
財政課

27

26 令和５年度柏市病院事業会計補正予算について（第１号）
財政部
財政課

27

27 令和５年度柏市水道事業会計補正予算について（第４号）
財政部
財政課

28

28 令和５年度柏市下水道事業会計補正予算について（第３号）
財政部
財政課

28

29 令和６年度柏市一般会計予算について
財政部
財政課

29

30 令和６年度柏市国民健康保険事業特別会計予算について
財政部
財政課

29

31 令和６年度柏市公設総合地方卸売市場事業特別会計予算について
財政部
財政課

29

32 令和６年度柏市介護老人保健施設事業特別会計予算について
財政部
財政課

30

33 令和６年度柏市介護保険事業特別会計予算について
財政部
財政課

30

34
令和６年度柏市柏都市計画事業北柏駅北口土地区画整理事業特別会
計予算について

財政部
財政課

30

35 令和６年度柏市学校給食センター事業特別会計予算について
財政部
財政課

31

36
令和６年度柏市母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計予算につい
て

財政部
財政課

31

37 令和６年度柏市後期高齢者医療事業特別会計予算について
財政部
財政課

31

38 令和６年度柏市病院事業会計予算について
財政部
財政課

32

39 令和６年度柏市水道事業会計予算について
財政部
財政課

33

40 令和６年度柏市下水道事業会計予算について
財政部
財政課

34

41 柏市議会議員報酬等支給条例の一部を改正する条例の制定について
総務部
人事課
給与厚生室

35



議案第 １号 柏市個人番号利用及び特定個人情報提供条例の一部を改正する

条例の制定について 

 議案第１号は，行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等

に関する法律の改正に伴い，個人番号の利用範囲に係る規定等の整備を行うた

め，柏市個人番号利用及び特定個人情報提供条例の一部を改正しようとするも

のです。 

 主な内容は，次のとおりです。 

１ 特定個人番号利用事務（行政手続における特定の個人を識別するための番

号の利用等に関する法律別表に掲げる事務のうち，迅速に特定個人情報（個

人番号をその内容に含む個人情報をいう。以下同じ。）の提供を受けること

によって効率化を図るべきものとして主務省令で定めるものをいう。以下同

じ。）を，同法第９条第２項の規定により市長がその処理に関してその保有

する特定個人情報ファイルにおいて個人情報を効率的に検索し，及び管理す

るために必要な限度で個人番号を利用することができる事務とすること（第

３条第１項第３号関係）。 

２ 本市の機関が，本市の他の機関に対し，特定個人番号利用事務を処理する

ために必要な利用特定個人情報（特定個人番号利用事務を処理するために必

要な特定個人情報として主務省令で定めるものをいう。）の提供を求めた場

合は，当該本市の他の機関は当該利用特定個人情報を提供することができる

こと（第４条第１項関係）。 

３ この条例は，公布の日又は行政手続における特定の個人を識別するための

番号の利用等に関する法律等の一部を改正する法律（令和５年法律第４８

号）の施行の日のいずれか遅い日から施行すること。 
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議案第 ２号 柏市職員勤務時間条例の一部を改正する条例の制定について 

 

 議案第２号は，子育て部分休業を新設するため，柏市職員勤務時間条例の一

部を改正しようとするものです。 

主な内容は，次のとおりです。 

１ 職員（育児短時間勤務職員等を除く。）が６歳に達する日以後の最初の４

月１日から１２歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にある子（任

命権者が定める期間内の子に限る。）を養育するため，１日につき２時間を

超えない範囲内で勤務しないことが相当であると認められる場合における無

給の休暇として，子育て部分休業を新設すること（第９条の４の２関係）。 

２ この条例は，令和６年４月１日から施行すること。 
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議案第 ３号 柏市職員育児休業条例の一部を改正する条例の制定について 

 

 議案第３号は，育児短時間勤務制度を新設するため，柏市職員育児休業条例

の一部を改正しようとするものです。 

 主な内容は，次のとおりです。 

１ 地方公務員の育児休業等に関する法律（以下「法」という。）第１０条第

１項の条例で定める育児短時間勤務をすることができない職員は，次に掲げ

る職員とすること（第７条の２関係）。 

 (1) 法第６条第１項又は柏市職員配偶者同行休業条例第１０条第１項の規定

により任期を定めて採用された職員 

 (2) 柏市職員定年等条例第４条第１項又は第２項に規定する定年による退職

の特例を受けて勤務している職員 

 (3) 柏市職員定年等条例第９条に規定する管理監督職勤務上限年齢による降

任等の特例を受けて管理監督職を占めたまま勤務している職員 

２ 育児短時間勤務の承認又は期間の延長の請求は，育児短時間勤務承認請求

書により，育児短時間勤務を始めようとする日又はその期間の末日の翌日の

１月前までに行うものとすること（第７条の５関係）。 

３ 法第１２条において準用する法第５条第２項の条例で定める育児短時間勤

務の承認の取消事由は，次に掲げる事由とすること（第７条の６関係）。 

 (1) 育児短時間勤務をしている職員について当該育児短時間勤務に係る子以

外の子に係る育児短時間勤務を承認しようとするとき。 

 (2) 育児短時間勤務をしている職員について当該育児短時間勤務の内容と異

なる内容の育児短時間勤務を承認しようとするとき。 

４ この条例は，令和６年４月１日から施行すること。 

3



 

議案第 ４号 指定居宅サービス等の事業の人員，設備及び運営に関する基準

等の一部を改正する省令の施行に伴う関係条例の整備に関す

る条例の制定について 

 

 議案第４号は，指定居宅サービス等の事業の人員，設備及び運営に関する基

準等の一部を改正する省令の施行に伴い，関係条例の整備を行うため，柏市養

護老人ホーム設備運営基準条例ほか１１条例の一部を改正しようとするもので

す。 

主な内容は，次のとおりです。 

１ 柏市養護老人ホーム設備運営基準条例の一部改正（改正条例第１条関係） 

    養護老人ホームの入所者の病状の急変等に備えるため，あらかじめ，協力

医療機関を定めておくことについて，３年間の経過措置を設けること（附則

第１０項関係）。 

２ 柏市特別養護老人ホーム設備運営基準条例の一部改正（改正条例第２条関

係） 

 (1) 特別養護老人ホーム等の入所者の安全並びに介護サービスの質の確保及

び職員の負担軽減に資する方策を検討するための委員会の定期的な開催に

ついて，３年間の経過措置を設けること（附則第２１条関係）。 

 (2) 特別養護老人ホーム等について，１と同様の経過措置を設けること（附

則第２２条関係）。 

３ 柏市軽費老人ホーム設備運営基準条例の一部改正（改正条例第３条関係） 

  軽費老人ホーム等の運営規程の概要，職員の勤務の体制，協力医療機関，

利用料その他サービスの選択に資すると認められる重要事項のウェブサイト

への掲載について，１年間の経過措置を設けること（附則第７項関係）。 

４ 柏市指定居宅サービス等事業人員設備運営基準等条例の一部改正（改正条

例第４条関係） 

 (1) 指定訪問介護事業者等は，利用者に対して身体的拘束等を行う場合にお

ける当該身体的拘束等の態様及び時間，その際の利用者の心身の状況並び

に緊急やむを得ない理由の記録を整備し，その完結の日から２年間保存し

なければならないこと（第６条から第９条まで，第１３条から第１５条ま

で及び第３５条から第３７条まで関係）。 

 (2) 指定訪問介護事業者等について，２（１）及び３と同様の経過措置を設

けること（附則第２１条及び附則第２３条関係）。 
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 (3) 指定短期入所生活介護事業者等が行う利用者の身体的拘束等の適正化の

ための対策を検討する委員会の開催，従業者に対する研修の実施等につい

て，１年間の経過措置を設けること（附則第２２条関係）。 

 (4) 指定特定施設入居者生活介護事業者が行う利用者の口腔
くう

衛生の管理体制

の整備及び各利用者の状態に応じた口腔
くう

衛生の計画的な管理について，３

年間の経過措置を設けること（附則第２４条関係）。 

５ 柏市指定居宅サービス等事業人員設備運営基準等条例の一部改正（改正条

例第５条関係） 

指定訪問看護事業者等について，４（１）と同様の規定を設けること（第

１０条から第１２条まで及び第１６条関係）。 

６ 柏市指定介護予防サービス等事業人員等基準等条例の一部改正（改正条例

第６条関係） 

(1) 指定介護予防訪問入浴介護事業者等について，４（１）と同様の規定

を設けること（第８条，第９条及び第３４条から第３６条まで関係）。 

(2) 指定介護予防サービス事業者等について，４（２）から（４）までと

同様の経過措置を設けること（附則第１９条から第２２条まで関係）。 

７ 柏市指定介護予防サービス等事業人員等基準等条例の一部改正（改正条例

第７条関係） 

  指定介護予防訪問看護事業者等について，４（１）と同様の規定を設ける

こと（第１０条から第１２条まで及び第１５条関係）。 

８ 柏市指定介護老人福祉施設人員設備運営基準等条例の一部改正（改正条例

第８条関係） 

  指定介護老人福祉施設等について，１，２（１）及び３と同様の経過措置

を設けること（附則第２４条から第２６条まで関係）。 

９ 柏市介護老人保健施設人員等基準条例の一部改正（改正条例第９条関係） 

  介護老人保健施設等について，１，２（１）及び３と同様の経過措置を設

けること（附則第２０条から第２２条まで関係）。 

１０ 柏市指定地域密着型サービス事業人員設備運営基準等条例の一部改正

（改正条例第１０条関係） 

 (1) 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者等について，４（１）と

同様の規定を設けること（第７条から第８条の３まで及び第１０条関係）。 

 (2) 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者等について，１，２

（１），３及び４（３）と同様の経過措置を設けること（附則第２１条か
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ら第２４条関係）。 

１１ 柏市指定地域密着型介護予防サービス事業人員等基準等条例の一部改正

（改正条例第１１条関係） 

 (1) 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者について，４（１）と同様の

規定を設けること（第７条関係）。 

 (2) 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者等について，２（１），３及

び４（３）と同様の経過措置を設けること（附則第９項から第１１項まで

関係）。 

１２ 柏市指定居宅介護支援等事業人員運営基準等条例の一部改正（改正条例

第１２条関係） 

 (1) 指定居宅介護支援事業者等について，４（１）と同様の規定を設けるこ

と（第６条及び第７条関係）。 

 (2) 指定居宅介護支援事業者等について，３と同様の経過措置を設けること

（附則第７項関係）。 

１３ 柏市指定介護予防支援等事業人員等基準等条例の一部改正（改正条例第

１３条関係） 

 (1) 指定介護予防支援事業者等について，４（１）と同様の規定を設けるこ

と（第６条及び第７条関係）。 

 (2) 指定介護予防支援事業者等について，３と同様の経過措置を設けること

（附則第６項関係）。 

１４ 柏市介護医療院人員等基準条例の一部改正（改正条例第１４条関係） 

  介護医療院等について，１，２（１）及び３と同様の経過措置を設けるこ

と（附則第１５条から第１７条まで関係）。 

１５ この条例は，令和６年４月１日から施行すること。ただし，５及び７に

ついては，同年６月１日から施行すること。 
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議案第 ５号 柏市指定障害福祉サービス事業等人員設備運営基準等条例の一

部を改正する条例の制定について 

 

 議案第５号は，障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法

律に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人員，設備及び運営に関する基準

の改正に伴い，指定就労選択支援事業所の設備に関する基準を定めるため，柏

市指定障害福祉サービス事業等人員設備運営基準等条例の一部を改正しようと

するものです。 

 主な内容は，次のとおりです。 

１ 指定就労選択支援事業所に設ける訓練・作業室の利用者１人当たりの床面

積は，おおむね３．３平方メートル以上とすること（第５条第４号関係）。 

２ 指定共同生活援助事業者等が行う地域連携推進会議の開催，地域連携推進

会議における報告，要望，助言等に係る記録の作成及び公表等について，１

年間の経過措置を設けること（附則第１１項関係）。 

３ この条例は，令和６年４月１日から施行すること。ただし，１は，公布の

日又は障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律等の一

部を改正する法律附則第１条第４号に掲げる規定の施行の日のいずれか遅い

日から施行すること。 
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議案第 ６号 柏市指定障害児通所支援事業等人員設備運営基準等条例の一部

を改正する条例の制定について 

 

 議案第６号は，児童福祉法に基づく指定通所支援の事業等の人員，設備及び

運営に関する基準の改正に伴い，児童発達支援センターであるものを除く指定

児童発達支援事業所及び指定放課後等デイサービス事業所の設備の基準に係る

規定の整備を行うため，柏市指定障害児通所支援事業等人員設備運営基準等条

例の一部を改正しようとするものです。 

 主な内容は，次のとおりです。 

１ 指定児童発達支援事業所(児童発達支援センターであるものを除く。)及び

指定放課後等デイサービス事業所が備える設備のうち指導訓練室の名称を発

達支援室に改めること（第５条関係）。 

２ 児童福祉法等の一部を改正する法律（令和４年法律第６６号）附則第４条

第１項の規定により同法第２条の規定による改正後の児童福祉法第２１条の

５の３第１項の指定を受けているとみなされている医療型児童発達支援（以

下「旧医療型児童発達支援」という。）に係る指定障害児通所支援事業者に

おける従業者に係る規定の適用について，３年間の経過措置を設けること

（附則第１８項関係）。 

３ 旧医療型児童発達支援に係る指定障害児通所支援事業者における設備に係

る規定の適用について，当分の間の経過措置を設けること（附則第１９項関

係）。 

４ 現に指定を受けている主として難聴児を通わせる指定児童発達支援事業所

及び主として重症心身障害児を通わせる指定児童発達支援事業所における従

業者及び利用定員に係る規定の適用について，３年間の経過措置を設けるこ

と（附則第２０項関係）。 

５ 現に指定を受けている主として難聴児を通わせる指定児童発達支援事業所

及び主として重症心身障害児を通わせる指定児童発達支援事業所における設

備に係る規定の適用について，当分の間の経過措置を設けること（附則第２

１項関係）。 

６ 指定児童発達支援事業者等が行う指定児童発達支援プログラムの策定及び

公表について，１年間の経過措置を設けること（附則第２２項関係）。 

７ この条例は，令和６年４月１日から施行すること。 
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議案第 ７号 柏市指定障害者支援施設等人員設備運営基準等条例及び柏市障

害者支援施設設備運営基準条例の一部を改正する条例の制定

について 

 

 議案第７号は，障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法

律に基づく指定障害者支援施設等の人員，設備及び運営に関する基準等の改正

に伴い，所要の経過措置を定めるため，柏市指定障害者支援施設等人員設備運

営基準等条例及び柏市障害者支援施設設備運営基準条例の一部を改正しようと

するものです。 

 内容は，次のとおりです。 

１ 柏市指定障害者支援施設等人員設備運営基準等条例の一部改正（改正条例

第１条関係） 

 (1) 指定障害者支援施設等が行う地域連携推進会議の開催，地域連携推進会

議における報告，要望，助言等に係る記録の作成及び公表等について，１

年間の経過措置を設けること（附則第１５項関係）。 

 (2) 指定障害者支援施設等が行う利用者の地域移行等意向確認等に関する指

針の策定，地域移行等意向確認担当者の選任及び地域移行等意向確認等に

おいて把握又は確認した内容の報告について，２年間の経過措置を設ける

こと（附則第１６項関係）。 

２ 柏市障害者支援施設設備運営基準条例の一部改正（改正条例第２条関係） 

  障害者支援施設について，１と同様の経過措置を設けること（附則第１１

項及び附則第１２項関係）。 

３ この条例は，令和６年４月１日から施行すること。 
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議案第 ８号 柏市介護保険条例の一部を改正する条例の制定について 

 

 議案第８号は，令和６年度から令和８年度までの保険料率を定めること等を

行うため，柏市介護保険条例の一部を改正する条例を制定しようとするもので

す。 

 主な内容は，次のとおりです。 

１ 令和６年度から令和８年度までの各年度における保険料率を次のとおり定

めること（第３条関係）。 

第１号被保険者の区分 保険料率 

(1) 介護保険法施行令（以下「令」という。）第３９条第

１項第１号に掲げる者（老齢福祉年金受給者又は本人の

前年の公的年金等の収入金額等の合計額が８０万円以下

である者で本人を含む世帯員（世帯主を含む。以下同

じ。）の全員が市民税非課税者であるもの，生活保護の

被保護者等） 

１９，４８０円 

(2) 令第３９条第１項第２号に掲げる者（本人の前年の公

的年金等の収入金額等の合計額が８０万円を超え１２０

万円以下である者で本人を含む世帯員全員が市民税非課

税者であるもの等） 

２７，１４０円 

(3) 令第３９条第１項第３号に掲げる者（本人の前年の公

的年金等の収入金額等の合計額が１２０万円を超える者

で本人を含む世帯員全員が市民税非課税者であるもの

等） 

４７，６７０円 

(4) 令第３９条第１項第４号に掲げる者（本人は市民税非

課税者であるが本人以外の世帯員に市民税課税者がいる

者のうち，本人の前年の公的年金等の収入金額等の合計

額が８０万円以下であるもの等） 

５７，７６０円 

(5) 令第３９条第１項第５号に掲げる者（本人は市民税非

課税者であるが本人以外の世帯員に市民税課税者がいる

者のうち，本人の前年の公的年金等の収入金額等の合計

額が８０万円を超えるもの等） 

６９，６００円 

(6) 令第３９条第１項第６号に掲げる者のうち本人の前年

の合計所得金額が１２０万円未満である者等 

７６，５６０円 

(7) 令第３９条第１項第７号に掲げる者のうち本人の前年

の合計所得金額が１２０万円以上１５０万円未満である

者等 

８１，４３０円 

(8) 令第３９条第１項第８号に掲げる者のうち本人の前年

の合計所得金額が１５０万円以上２１０万円未満である 

９０，４８０円 
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者等  

(9) 令第３９条第１項第９号に掲げる者のうち本人の前年

の合計所得金額が２１０万円以上３２０万円未満である

者等 

１００，２２０円 

(10) 令第３９条第１項第１０号に掲げる者のうち本人の

前年の合計所得金額が３２０万円以上４２０万円未満で

ある者等 

１１２，７５０円 

(11) 令第３９条第１項第１１号に掲げる者のうち本人の

前年の合計所得金額が４２０万円以上５２０万円未満で

ある者等 

１２１，８００円 

(12) 令第３９条第１項第１２号に掲げる者のうち本人の

前年の合計所得金額が５２０万円以上６２０万円未満で

ある者等 

１３５，７２０円 

(13) 令第３９条第１項第１３号に掲げる者のうち本人の

前年の合計所得金額が６２０万円以上７２０万円未満で

ある者等 

１４２，６８０円 

(14) 令第３９条第１項第１３号に掲げる者のうち本人の

前年の合計所得金額が７２０万円以上８２０万円未満で

ある者等 

１５０，３３０円 

(15) 令第３９条第１項第１３号に掲げる者のうち本人の

前年の合計所得金額が８２０万円以上９２０万円未満で

ある者等 

１６１，４７０円 

(16) 令第３９条第１項第１３号に掲げる者のうち本人の

前年の合計所得金額が９２０万円以上１，０００万円未

満である者等 

１７１，９１０円 

(17) 令第３９条第１項第１３号に掲げる者のうち本人の

前年の合計所得金額が１，０００万円以上１，５００万

円未満である者等 

１８２，３５０円 

(18) 令第３９条第１項第１４号に掲げる者（（１）から

（１７）までのいずれにも該当しない者） 

１９２，７９０円 

２ 保険料の減免を受けようとする者のうち申請書の提出の期限により難い特

別の事情があると認められる者に係る申請書の提出の期限は，市長が別に定

めることとすること（第１０条第２項関係）。 

３ この条例は，令和６年４月１日から施行すること。ただし，２は公布の日

から施行すること。 
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議案第 ９号 柏市特定児童福祉施設設備運営基準条例の一部を改正する条例

の制定について 

 

 議案第９号は，児童福祉施設の設備及び運営に関する基準の改正に伴い，母

子生活支援施設における自立支援計画の策定の基準を改めること等を行うため，

柏市特定児童福祉施設設備運営基準条例の一部を改正しようとするものです。 

 主な内容は，次のとおりです。 

１ 母子生活支援施設の長は，入所中の個々の母子について，年齢，発達の状

況その他の当該母子の事情に応じ意見聴取その他の措置をとることにより，

母子それぞれの意見又は意向を勘案して，その自立を支援するための計画を

策定しなければならないこととすること（第３０条関係）。 

２ この条例は，令和６年４月１日から施行すること。 
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議案第１０号 柏市放課後児童健全育成事業設備運営基準条例の一部を改正す

る条例の制定について 

 

 議案第１０号は，放課後児童支援員の資格要件を改めるため，柏市放課後児

童健全育成事業設備運営基準条例の一部を改正しようとするものです。 

 主な内容は，次のとおりです。 

１ 放課後児童支援員の資格要件となる研修を修了した者に，放課後児童支援

員としての業務に従事することとなった日から２年以内に当該研修を修了す

ることを予定している者を含むこととすること（第１１条第３項関係）。 

２ この条例は，公布の日から施行すること。 
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議案第１１号 柏市女性自立支援施設設備運営基準条例の制定について 

 

 議案第１１号は，社会福祉法の改正に伴い，女性自立支援施設の設備及び運

営に関する基準を定めるため，柏市女性自立支援施設設備運営基準条例を制定

しようとするものです。 

 主な内容は，次のとおりです。 

１ 趣旨（第１条関係） 

  この条例は，社会福祉法第６５条第１項の規定に基づき，女性自立支援施

設の設備及び運営に関する基準を定めるものとすること。 

２ 基本方針（第３条関係） 

  女性自立支援施設は，入所者に対し，健全な環境のもとで，女性の人権に

関する高い識見と専門性を有する職員により，社会において入所者の置かれ

た状況に応じた自立した生活を送るための支援を含め，適切な支援を行うよ

う努めなければならないこと。 

３ 構造設備の一般原則（第５条関係） 

女性自立支援施設の配置，構造及び設備は，日照，採光，換気等入所者の

保健衛生に関する事項，入所者に対する危害の防止及び防災について十分考

慮されたものでなければならないこと。 

４ 職員配置の基準（第１０条第１項関係） 

女性自立支援施設に置くべき職員及びその員数は，次のとおりとすること。 

(1) 施設長 １人 

 (2) 入所者の自立支援を行う職員 ２人以上 

(3) 栄養士又は調理員 １人以上 

(4) 看護師又は心理療法担当職員 １人以上 

 (5) 事務員 １人以上 

  (6) 施設のその他の業務を行うために必要な職員 当該女性自立支援施設の

実情に応じた適当数 

５ 設備の基準（第１２条第３項関係） 

  女性自立支援施設には，事務室，相談室，居室，集会室兼談話室，静養室，

医務室，食堂，調理室等の設備を設けなければならないこと。 

６ 居室の入所定員（第１４条第１項関係） 

１の居室の定員は，原則１人とすること。 

７ 自立支援等（第１５条第１項及び第３項関係） 

14



(1) 女性自立支援施設は，入所者の意向及び私生活を十分に尊重して，入所

者の心身の健康回復及び生活（就労及び就学を含む。）に関する支援等を

行わなければならないこと。 

(2) 女性自立支援施設は，入所者の自立支援を行うため，入所者の意向を踏

まえ，各入所者ごとに個別支援計画を作成しなければならないこと。 

８ 施行期日等 

(1) この条例は，令和６年４月１日から施行すること。 

(2) 柏市婦人保護施設設備運営基準条例は，廃止すること。 
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議案第１２号 柏市手数料条例の一部を改正する条例の制定について 

 

議案第１２号は，建築基準法施行令の改正に伴う接道規制及び道路内建築制

限の適用除外の認定の申請に係る手数料の制定等を行うため，柏市手数料条例

の一部を改正しようとするものです。 

主な内容は，次のとおりです。 

１ 建築基準法施行令の改正に伴い，次に掲げる対象事務に係る手数料を制定

すること（別表第２項の表４０の３の６の項及び４０の３の７の項関係）。 

(1) 敷地と道路との関係の建築物に対する制限の適用除外に関する大規模の

修繕又は大規模の模様替に係る認定の申請に対する審査 

(2) 道路内における建築物に対する制限の適用除外に関する大規模の修繕又

は大規模の模様替に係る認定の申請に対する審査 

２ 建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律及び建築物のエネルギー

消費性能の向上に関する法律施行規則の改正に伴い，同法及び同規則の題名

を引用している部分を改めること（別表第２項の表６５の１９の項及び６６

の２の３の項関係）。 

３ この条例は，令和６年４月１日から施行すること。 
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議案第１３号 包括外部監査契約の締結について 

 

 議案第１３号は，地方自治法第２５２条の３６第１項の規定により，次のと

おり包括外部監査契約を締結することについて，議会の議決を経ようとするも

のです。 

１ 契約の内容 

  監査の実施及び監査の結果に関する報告の提出 

２ 契約の期間の始期 

令和６年４月１日 

３ 監査に要する費用の額 

  １３，２００，０００円を上限とする額 

４ 監査に要する費用の支払方法 

  監査の結果に関する報告の提出後に支払うこと。ただし，概算払をするこ

とができること。 

５ 契約の相手方 

  小 林 義 和 
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議案第１４号 訴えの提起について 

 

 議案第１４号は，介護報酬の不当利得返還金の請求に係る訴えを提起しよう

とするものです。 

主な内容は，次のとおりです。 

１ 訴えの概要及び理由 

  介護保険法第４２条の２等の規定により本市が相手方に支払った介護報酬

について，相手方が地域密着型通所介護サービス費等に要する費用の額の算

定に関する厚生労働省令及び告示に基づく減算をせずに本市に請求をしてい

たことが判明したため，適切な減算処理を行った減算額及び本来加算するこ

とができない額に係る民法第７０３条に規定する不当利得返還金及び同法第

７０４条に規定する利息の支払を求める訴えを提起しようとするもの 

２ 請求の趣旨 

 (1) 相手方は，本市に対し，介護報酬に係る不当利得返還金３，１７３，０

４７円（訴訟の期日までに相手方の支払の状況によって金額が減額となっ

たときは，その減額後の額）及びこれに対する令和３年９月２日から支払

済まで年３パーセントの割合による金員を支払え。 

 (2) 訴訟費用は，相手方の負担とする。 

 との判決及び（１）について仮執行の宣言を求める。 
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議案第１５号 和解について 

 

 議案第１５号は，令和元年７月に千葉地方裁判所に訴えの提起のあった損害

賠償請求事件について，当事者間で協議が整ったため，裁判上の和解をしよう

とするものです。 

 主な内容は，次のとおりです。 

１ 和解の相手方（訴えの提起時） 

 (1) 千葉県在住 原告Ａ 

 (2) 千葉県在住 原告Ａの父 

 (3) 千葉県在住 原告Ａの母 

２ 事件の概要 

  平成２７年，当時柏市内の公立学校の生徒であった原告Ａが同校の校舎か

ら部活動のミーティング中に飛び降りたことにより受傷し，重度の後遺障害

が残存したのは，原告Ａが約２年にわたって学級内や部活動でのいじめ行為

を受けて精神的に追い込まれたことが原因であるとして，原告Ａ，原告Ａの

父及び原告Ａの母が，いじめ行為をしたとされる同校の生徒４名に対しては

共同不法行為に基づき，被告柏市に対しては同校の教諭らが原告Ａの生命身

体の安全に配慮すべき義務に違反したことによる不法行為（国家賠償）に基

づき，連帯して，損害賠償金及びこれに対する遅延損害金を支払うよう求め

たもの 

３ 和解の内容 

(1) 被告柏市は，本件事故により原告Ａが受傷したことに対し，衷心より慰

謝の意を表明する。 

(2) 被告柏市は，原告Ａ，原告Ａの父及び原告Ａの母（以下「原告ら」とい

う。）に対し，本件事故に係る解決金として，９９０万円の支払義務（原

告らの連帯債権）があることを認める。 

(3) 被告柏市は，原告らに対し，（２）の金員を，令和６年４月３０日限り，

原告ら指定の口座に振り込む方法により支払う。ただし，振込手数料は被

告柏市の負担とする。 

(4) 原告らは，被告柏市に対するその余の請求を放棄する。 

(5) 原告らは，正当な理由のない限り，被告柏市との間の本件訴訟の経過

（和解の経過及びその内容を含む。）について，第三者に口外しない。 

(6) 被告柏市は，正当な理由のない限り，本件事故の内容，本件訴訟の経過
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（和解の経過及びその内容を含む。）その他本件事故に関する一切の事実

関係について，第三者に口外しない。 

(7) 原告ら及び被告柏市は，原告らと被告柏市との間には，本件事故に関し，

本和解条項に定めるもののほか，何らの債権債務がないことを相互に確認

する。 

(8) 訴訟費用は，各自の負担とする。 
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議案第１６号 母子福祉資金貸付金の償還の免除について 

 

 議案第１６号は，母子及び父子並びに寡婦福祉法第１５条第１項の規定によ

り，次のとおり母子福祉資金貸付金の償還を免除することについて，議会の議

決を経ようとするものです。 

１ 免除する母子福祉資金貸付金の償還未済額 

  母子福祉資金貸付金に係る未償還の元金１２０，６００円及び違約金 

２ 母子福祉資金貸付金の借受人 

  亡 我孫子市在住 Ａ 

３ 免除の理由 

  借受人が死亡したこと，かつ，連帯保証人が死亡し，及び連帯債務者が破

産法に基づく免責許可の決定を受けていたことにより，母子及び父子並びに

寡婦福祉法第１５条第１項の規定による償還の免除の要件に該当することと

なったため 
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議案第１７号 母子福祉資金貸付金の償還の免除について 

 

 議案第１７号は，母子及び父子並びに寡婦福祉法第１５条第１項の規定によ

り，次のとおり母子福祉資金貸付金の償還を免除することについて，議会の議

決を経ようとするものです。 

１ 免除する母子福祉資金貸付金の償還未済額 

  母子福祉資金貸付金に係る未償還の元金２３，７５８円及び利子８８円並

びに違約金 

２ 母子福祉資金貸付金の借受人 

  亡 松戸市在住 Ａ 

３ 免除の理由 

  借受人が死亡していること，かつ，連帯保証人が死亡したことにより，母

子及び父子並びに寡婦福祉法第１５条第１項の規定による償還の免除の要件

に該当することとなったため 
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議案第１８号 市道路線の認定について 

 

 議案第１８号は，開発行為による帰属等のため，２１路線を認定しようとす

るものです。 

 

【参考】 

  認定道路の内訳 

 開発行為による帰属  １７路線 

 土地区画整理事業による整備   ２ 

 市道の整備   １ 

 私道の寄附   １ 
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議案第１９号 柏市と流山市との間の証明書の交付等の事務委託の廃止に係る

協議について 

 

 議案第１９号は，柏市と流山市との間の証明書の交付等の事務委託に関する

規約を廃止する規約を定めることについて，流山市と協議しようとするもので

す。 

 内容は，次のとおりです。 

１ 柏市と流山市との間の証明書の交付等の事務委託に関する規約は，廃止す

ること。 

２ この規約は，令和６年７月１日から施行すること。 
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議案第２０号 柏市と我孫子市との間の証明書の交付等の事務委託の廃止に係

る協議について 

 

 議案第２０号は，柏市と我孫子市との間の証明書の交付等の事務委託に関す

る規約を廃止する規約を定めることについて，我孫子市と協議しようとするも

のです。 

 内容は，次のとおりです。 

１ 柏市と我孫子市との間の証明書の交付等の事務委託に関する規約は，廃止

すること。 

２ この規約は，令和６年７月１日から施行すること。 
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議案第２１号 専決処分について（令和５年度柏市一般会計補正予算について

（第７号）） 

 

 議案第２１号は，住民税均等割のみが課税される世帯及び低所得者の子育て

世帯へ加算される給付金の支給を行うため，地方自治法第１７９条第１項の規

定により令和６年１月２２日に専決処分により令和５年度柏市一般会計予算の

総額を約７億３，４７８万円増額し，約１，６０３億９，２５３万円に補正し

たほか，繰越明許費の追加に係る補正をしたので，同条第３項の規定によりこ

れを報告し，承認を求めようとするものです。 

 主な内容は，別冊の令和５年度１月補正予算の概要のとおりです。 

 

 

 

 

議案第２２号 令和５年度柏市一般会計補正予算について（第８号） 

 

 議案第２２号は，令和５年度柏市一般会計予算の総額を約１１億７，００６

万円増額し，約１，６１５億６，２５８万円に補正しようとするほか，継続費

の変更，繰越明許費の追加及び変更，債務負担行為の廃止並びに地方債の追加，

変更及び廃止に係る補正をしようとするものです。 

 主な内容は，別冊の令和５年度２月補正予算（案）の概要のとおりです。 

 

 

 

 

議案第２３号 令和５年度柏市国民健康保険事業特別会計補正予算について

（第１号） 

 

 議案第２３号は，令和５年度柏市国民健康保険事業特別会計予算の総額を１

５億円増額し，４０５億４，４００万円に補正しようとするものです。 

 主な内容は，別冊の令和５年度２月補正予算（案）の概要のとおりです。 
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議案第２４号 令和５年度柏市柏都市計画事業北柏駅北口土地区画整理事業特

別会計補正予算について（第３号） 

 

 議案第２４号は，令和５年度柏市柏都市計画事業北柏駅北口土地区画整理事

業特別会計予算の歳入予算（国庫支出金及び市債）に係る補正をするほか，繰

越明許費の変更，債務負担行為の廃止及び地方債の変更に係る補正をしようと

するものです。 

 主な内容は，別冊の令和５年度２月補正予算（案）の概要のとおりです。 

 

 

 

 

議案第２５号 令和５年度柏市学校給食センター事業特別会計補正予算につい

て（第３号） 

 

 議案第２５号は，令和５年度柏市学校給食センター事業特別会計予算の総額

を約１，５７６万円増額し，約５億８９９万円に補正しようとするものです。 

 主な内容は，別冊の令和５年度２月補正予算（案）の概要のとおりです。 

 

 

 

 

議案第２６号 令和５年度柏市病院事業会計補正予算について（第１号） 

 

 議案第２６号は，令和５年度柏市病院事業会計予算の収益的収入の予定額を

７，８５８万円減額し，約３億６９６万円に，収益的支出の予定額を７，８５

８万円減額し，約３億６９６万円に補正するほか，継続費の変更，債務負担行

為の変更及び他会計からの補助金に係る補正をしようとするものです。 

 主な内容は，別冊の令和５年度２月補正予算（案）の概要のとおりです。 
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議案第２７号 令和５年度柏市水道事業会計補正予算について（第４号） 

 

 議案第２７号は，令和５年度柏市水道事業会計予算の継続費の変更に係る補

正をしようとするものです。 

 主な内容は，別冊の令和５年度２月補正予算（案）の概要のとおりです。 

 

 

 

 

議案第２８号 令和５年度柏市下水道事業会計補正予算について（第３号） 

 

 議案第２８号は，令和５年度柏市下水道事業会計予算の収益的収入の予定額

を約４，９９７万円減額し，約１０５億３，６０３万円に，収益的支出の予定

額を５，８４９万円減額し，１０１億９５１万円に，資本的収入の予定額を約

１億８，２８５万円増額し，約５０億１，１８５万円に，資本的支出の予定額

を約７，３２５万円減額し，約６３億８７６万円に補正するほか，他会計から

の補助金に係る補正をしようとするものです。 

 主な内容は，別冊の令和５年度２月補正予算（案）の概要のとおりです。 
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議案第２９号 令和６年度柏市一般会計予算について 

 

 議案第２９号は，令和６年度柏市一般会計予算の総額を１，６５８億７，０

００万円（令和５年度１，４９９億１，０００万円。前年度比１０．６パーセ

ント増）にしようとするものです。 

 主な内容は，別冊の令和６年度当初予算案の概要のとおりです。 

 

 

 

 

議案第３０号 令和６年度柏市国民健康保険事業特別会計予算について 

 

 議案第３０号は，令和６年度柏市国民健康保険事業特別会計予算の総額を３

８９億２，６００万円（令和５年度３９０億４，４００万円。前年度比０．３

パーセント減）にしようとするものです。 

 主な内容は，別冊の令和６年度当初予算案の概要のとおりです。 

 

 

 

 

議案第３１号 令和６年度柏市公設総合地方卸売市場事業特別会計予算につい

て 

 

 議案第３１号は，令和６年度柏市公設総合地方卸売市場事業特別会計予算の

総額を７億１，２００万円（令和５年度７億８，２００万円。前年度比９．０

パーセント減）にしようとするものです。 

 主な内容は，別冊の令和６年度当初予算案の概要のとおりです。 
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議案第３２号 令和６年度柏市介護老人保健施設事業特別会計予算について 

 

 議案第３２号は，令和６年度柏市介護老人保健施設事業特別会計予算の総額

を１億３，９００万円（令和５年度１億２，３００万円。前年度比１３．０パ

ーセント増）にしようとするものです。 

 主な内容は，別冊の令和６年度当初予算案の概要のとおりです。 

 

 

 

 

議案第３３号 令和６年度柏市介護保険事業特別会計予算について 

 

 議案第３３号は，令和６年度柏市介護保険事業特別会計予算の総額を３２０

億９，９００万円（令和５年度３１２億６，２００万円。前年度比２．７パー

セント増）にしようとするものです。 

 主な内容は，別冊の令和６年度当初予算案の概要のとおりです。 

 

 

 

 

議案第３４号 令和６年度柏市柏都市計画事業北柏駅北口土地区画整理事業特

別会計予算について 

 

 議案第３４号は，令和６年度柏市柏都市計画事業北柏駅北口土地区画整理事

業特別会計予算の総額を１６億１，３００万円（令和５年度１５億１，２００

万円。前年度比６．７パーセント増）にしようとするものです。 

 主な内容は，別冊の令和６年度当初予算案の概要のとおりです。 
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議案第３５号 令和６年度柏市学校給食センター事業特別会計予算について 

 

 議案第３５号は，令和６年度柏市学校給食センター事業特別会計予算の総額

を５億６，０００万円（令和５年度４億７，６００万円。前年度比１７．６パ

ーセント増）にしようとするものです。 

 主な内容は，別冊の令和６年度当初予算案の概要のとおりです。 

 

 

 

 

議案第３６号 令和６年度柏市母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計予算に

ついて 

 

 議案第３６号は，令和６年度柏市母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計予

算の総額を４，６００万円（令和５年度５，９００万円。前年度比２２．０パ

ーセント減）にしようとするものです。 

 主な内容は，別冊の令和６年度当初予算案の概要のとおりです。 

 

 

 

 

議案第３７号 令和６年度柏市後期高齢者医療事業特別会計予算について 

 

 議案第３７号は，令和６年度柏市後期高齢者医療事業特別会計予算の総額を

７４億５，７００万円（令和５年度６８億２，１００万円。前年度比９．３パ

ーセント増）にしようとするものです。 

 主な内容は，別冊の令和６年度当初予算案の概要のとおりです。 
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議案第３８号 令和６年度柏市病院事業会計予算について 

 

 議案第３８号は，令和６年度柏市病院事業会計予算の総額を約５億４，９０

０万円（令和５年度約５億１，１００万円。前年度比７．４パーセント増）に

しようとするものです。 

 収益的収支では，収入と支出をそれぞれ約３億８，５００万円の均衡予算と

しています。 

 資本的収支では，収入が約７，１００万円，支出が１億６，４００万円で，

差引き約９，３００万円の不足額が生じることになります。この不足額は，当

年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額並びに過年度分損益勘定留保資

金で全額を補塡する予定です。 

【参考】 

 収益的収支及び資本的収支の主な内訳 

１ 収益的収支 

 (1) 収入（約３億８，５００万円） 

    医業外収益（負担金交付金，他会計補助金等） 約３億８，５００万円 

 (2) 支出（約３億８，５００万円） 

ア 医業費用（政策的医療交付金，委託料等） 約３億７，４００万円 

  イ 医業外費用（支払利息等） 約１，０００万円 

２ 資本的収支 

 (1) 収入（約７，１００万円） 

   ア 企業債 ５，０００万円 

  イ 出資金 約２，１００万円 

 (2) 支出（１億６，４００万円） 

ア 建設改良費（委託料，工事請負費等） 約１億２，９００万円 

  イ 企業債償還金 約３，１００万円 
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議案第３９号 令和６年度柏市水道事業会計予算について 

 

 議案第３９号は，令和６年度柏市水道事業会計予算の総額を１２７億２，６

００万円（令和５年度１２６億５，６００万円。前年度比０．６パーセント

増）にしようとするものです。 

 収益的収支では，収入が約９０億６００万円，支出が７９億４，４００万円

で，収入が約１０億６，２００万円上回ることになります。 

 資本的収支では，収入が約８億３，３００万円，支出が４７億８，２００万

円で，差引き約３９億４，９００万円の不足額が生じることになります。この

不足額は，当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額，過年度分損益勘

定留保資金並びに繰越利益剰余金処分額で全額を補塡する予定です。 

【参考】 

 収益的収支及び資本的収支の主な内訳 

１ 収益的収支 

(1) 収入（約９０億６００万円） 

ア 営業収益（給水収益等） 約８０億３，６００万円 

イ 営業外収益（長期前受金戻入等） 約９億７，０００万円 

(2) 支出（７９億４，４００万円） 

ア 営業費用（受水費，減価償却費等） 約７７億６，２００万円 

イ 営業外費用（支払利息等） 約９，７００万円 

ウ 特別損失（過年度損益修正損） 約５００万円 

２ 資本的収支 

(1) 収入（約８億３，３００万円） 

ア 工事寄附負担金 約２億２，４００万円 

イ 給水申込納付金 約５億７，７００万円 

ウ 他会計負担金 約３，１００万円 

エ 補助金等 約１００万円 

(2) 支出（４７億８，２００万円） 

  ア 建設改良費（配水管布設工事，配水管改良工事，水源地設備更新工事等）  約４２

億６，８００万円 

イ 企業債償還金 約３億６，２００万円 

ウ その他資本的支出 約１億１００万円 
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議案第４０号 令和６年度柏市下水道事業会計予算について 

 

 議案第４０号は，令和６年度柏市下水道事業会計予算の総額を１７９億２，

９００万円（令和５年度１６５億６，０００万円。前年度比８．３パーセント

増）にしようとするものです。 

 収益的収支では，収入が１０６億３，８００万円，支出が１０３億７，５０

０万円で，収入が２億６，３００万円上回ることになります。 

 資本的収支では，収入が５５億２，５００万円，支出が７５億５，４００万

円で，差引き２０億２，９００万円の不足額が生じることになります。この不

足額は，当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額，過年度分損益勘定

留保資金並びに繰越利益剰余金処分額で全額を補塡する予定です。 

【参考】 

 収益的収支及び資本的収支の主な内訳 

１ 収益的収支 

(1) 収入（１０６億３，８００万円） 

ア 営業収益（下水道使用料等） 約７５億６００万円 

イ 営業外収益（他会計補助金，長期前受金戻入等） 約３１億３，０００万円 

ウ 特別利益（過年度損益修正益） 約２００万円 

(2) 支出（１０３億７，５００万円） 

ア 営業費用（管渠
きょ

費，減価償却費等） 約９８億６００万円 

イ 営業外費用（支払利息等） 約４億８，４００万円 

ウ 特別損失（過年度損益修正損） 約５００万円 

２ 資本的収支 

(1) 収入（５５億２，５００万円） 

ア 企業債 約４０億８００万円 

イ 他会計出資金 約６億９，８００万円 

ウ 補助金 約７億５００万円 

エ 負担金 約１億１，３００万円 

オ 長期貸付金償還金 約１００万円 

(2) 支出（７５億５，４００万円） 

  ア 建設改良費（公共下水道管渠
きょ

建設費，桝
ます

設置費等） 約３７億２，９００万円 

イ 固定資産購入費（流域下水道建設費負担金等） 約４億７，５００万円 

ウ 企業債償還金 約３２億９，８００万円 

エ 長期貸付金 約２００万円 
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議案第４１号 柏市議会議員報酬等支給条例の一部を改正する条例の制定につ

いて 

 

 議案第４１号は，議員の報酬月額を改定するため，柏市議会議員報酬等支給

条例の一部を改正しようとするものです。 

 内容は，次のとおりです。 

１ 議員の報酬月額を次のとおり改定すること（第２条関係）。 

職名 改正前 改正後 

議長 ６６８，０００円 ６７７，６００円 

副議長 ５９７，０００円 ６０５，６００円 

議員 ５７７，０００円 ５８５，３００円 

２ この条例は，令和６年４月１日から施行すること。 
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